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○山本委員長 それでは、時間がまいりましたので、第１８回専門小委員会を始めさせて

いただきます。 

 本日の専門小委員会につきましては、ウェブ会議を併用する形で開催することとしてお

ります。また、冒頭カメラ撮りを認めることとしております。 

 それでは、早速議事に入らせていただきます。 

 本日の審議につきましては、これまで委員の皆様からいただいた御意見を踏まえ、非平

時に着目した地方制度のあり方、地方行政のデジタル化、地方公共団体相互間の連携・協

力のあり方等の各テーマについて、総括的な論点整理を行いたいと思います。 

 審議の流れにつきましては、資料１から４について、事務局から一括して説明していた

だいた後、委員の皆様と議論してまいりたいと思います。 

 なお、前回の専門小委員会における主な意見につきましては、参考資料１から３として

整理しておりますので御確認ください。 

 それでは、資料１から４について事務局から説明をお願いいたします。 

○田中行政課長 早速でございますが、資料１によりまして総括的論点整理の案につきま

して御説明を申し上げます。 

 今回、総理から諮問をいただきました社会全体におけるデジタル・トランスフォーメー

ションの進展及び新型コロナウイルス感染症対応で直面した課題等を踏まえ、ポストコロ

ナの経済社会に的確に対応する観点から必要となる地方制度のあり方ということで、これ

までの議論を踏まえまして３つの柱に整理をさせていただいておりますので、順次御説明

を申し上げます。 

○植田住民制度課長 まず、デジタル・トランスフォーメーションの進展を踏まえた対応

という１つ目のパートにつきまして、植田から説明させていただきます。 

 １ページ、最初に基本的な考え方とさせていただいております。最初の○では、コロナ

のまん延、また、新たな生成ＡＩなどの新技術の登場ということも相まって、社会全体の

ＤＸが加速しているという点、それから、地方自治におけるデジタル技術の活用の必要性

も高まっているという点を指摘させていただいております。 

 ２つ目の○ですが、デジタル技術の特性ということで規模の経済が働きやすい、また、

統一化とか大規模化に向かう性質があるということで地方自治のあり方ですとか、国と地

方公共団体の間の関係性にも大きな影響を与える可能性が考えられるかとしております。 

 一方で、３つ目の○ですが、デジタル化が進展いたしましてもデジタル空間と、人が人

に対してサービスを提供する現実社会との接点といたしまして、地方公共団体は引き続き

重要な役割を果たすことが求められるだろう。また、住民主体の課題解決とか公共私との

連携、広域連携を促進する役割が期待されるのではないかとしております。 

 次の○ですが、人口減少がさらに進むことが確実な中で、デジタル技術を活用する行政

分野の種類とか特性に応じて、複数市町村から国・地方全体まで様々な規模での最適化が

求められ、国も積極的に役割を果たす形で、さらなるデジタル技術の活用を図る必要があ
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るのではないかとしております。 

 その次ですが、国がそうした形で積極的に役割を果たす場合には、地方公共団体の役割

を下支えし、また、自主性・自立性を重視する地方自治と両立させる形で進める必要があ

るのではないかとしております。 

 次の○ですが、デジタル技術をより有効に活用するための基盤整備の促進、また、業務

フローの標準化等が考えられるのではないか、これは地方公共団体のデジタル化を下支え

するものであって、国が積極的に果たす役割といえるのではないかとしております。 

 また、最後の○ですが、地域課題解決等のための先駆的なアプリケーション等が地方公

共団体から横展開され、また、全ての地方公共団体に利用されるようにするための仕組み

が必要と考えられるとさせていただいております。 

 続いて、２ページでございます。ここから７つに分けてございます。 

 １つ目が、フロントヤードでのデジタル化ということでございます。１つ目の○は、現

状について、手続のオンライン化・デジタル化の推進を書いてございます。 

 ２つ目の○では、住民の利便性の維持向上のため、行かないオンライン手続に加え、迷

わない、待たない、書かないことを目的とした窓口業務の改革に取り組みつつあるという

現状も書き加えてございます。 

 今後について、３つ目の○ですが、①として、非対面のオンラインによるものにシフト

していく必要があるだろう、また、②として、非対面での対応が難しい住民の方が対面の

手続等を行う場合であっても、できる限りタブレット等を活用するといった方法で書かな

い場面を増やすことも考えられるかとしております。 

 その次、波及的な話といたしまして、手続を直接データで対応することによって、３つ

ポツがございます。１つ目のポツで、ワンストップ対応とか業務改善につなげられるので

はないか、２つ目のポツで、人的リソースを最適に配置し直すことで、企画立案とか相談

業務とかプッシュ型のサービスといったものにシフトできるのではないか、３つ目のポツ

で、庁舎空間についても単なる手続の場だけではなくて、様々な主体が集う場に活用可能

ではないかとしております。 

 最後の○で、今までは窓口改革のことを申し上げていましたけれども、公共交通とか救

急、避難所といった、地域社会の現場におきまして、マイナンバーカードを活用して住民

目線に立った公共サービスを提供すると考えられるのではないか、また、申請様式の標準

化・統一化等の事業者の事務負担軽減なども図るといった国が行うべき施策というのもあ

るのではないかとしております。 

 ２つ目の柱が、バックヤードのデジタル化でして、主に標準化の取組になるわけですが、

１つ目は性格を書いてございます。人的・財政的負担を軽減するものであって、デジタル

化、それから、行財政運営のあり方を変革する重要な契機となるものとしております。 

 ３ページ目に入り、１つ目の○ですが、迅速な施策の展開、また、共通基盤・共通機能

の円滑な利用が可能になるということで、国としては地方公共団体が移行作業に注力でき
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る環境を整備する必要があるのではないかとしております。 

 次の○ですが、移行経費についても必要不可欠な投資であるため、国は必要な財政支援

を行うとともに、ガバメントクラウドに関する情報提供などの支援を積極的に行うことが

求められるのではないかとしております。 

 また、標準準拠システムへの移行後の運用段階におきましても、地方公共団体の意見を

丁寧に聞くということと、地方公共団体が提案する業務改善についても標準仕様書に反映

していくような仕組みを整備することが考えられるかとしております。また、２０業務以

外の拡大を検討する場合にあっても意見を丁寧に聞くことが必要としております。フロン

トヤードの改革とバックヤードの改革、相互に関連させていく姿勢も必要ではないかと、

次の○で書いております。 

 最後ですけれども、ｅＬＴＡＸの現状を次の○で書いてございます。ｅＬ－ＱＲが導入

されてキャッシュレス化とか、また、あらゆる金融機関の窓口でも導入が可能ということ

でございますけれども、地方公共団体側も作業が効率化されているという状況であります。 

 最後の○でございまして、地方税以外の公金の納付にもｅＬＴＡＸを活用できるような

全国共通の仕組みとすることについてどう考えるかとしております。 

 ３番目がデジタル技術を活用した意思決定で、デジタル技術の活用によって窓口業務の

改善、業務の効率化等々の取組が始まっているとしております。既にお出しした資料をま

とめたものですが、資料２として補足説明資料を付けております。７ページのところに地

方公共団体のデジタル技術を活用した意思決定として、データドリブンなフロント業務改

革とか、ＡＩによる道路管理等々の事例についてまとめさせていただいております。御参

考にしていただければと思います。 

 先ほどの資料１にお戻りいただきまして、３ページの最後の○ですけれども、こういっ

たフロントヤード、バックヤードの改革を通じて、より多くのデータが利活用しやすくな

ることから、従来よりも効果的にデータを活用した意思決定、行政運営に変えていく必要

があるのではないかとしております。 

 ４ページに入りますが、最初の○で、そういった際には外部の知見の利用がより求めら

れる、外部提供における規律を検討する必要があるかとしております。また、生成ＡＩな

どの最先端技術についても、リスク対応等の万全を期した上で適切な手法を検討した上で

活用することも考えられるかとしております。 

 さらに、住民の側ですが、例えば道路の損傷状況の報告など、地方団体とデジタル技術

を活用して直接やりとりをするということで、参加意識を高めることにつながるのではな

いかとしております。 

 最後の○ですが、こうした効果的なデータの活用は、先に答申した議会のデジタル化の

取組とも相まって、議会の多様な人材の参画、また、住民に開かれた議会の実現にも資す

ると考えられるとしております。 

 ４つ目の柱が、国・地方におけるデジタル化の共通基盤・共通機能で、これまでの取組
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として広域、または全国で共通化して整備してきたという点を１つ目の○としております。 

 ２つ目の○は、こうした方向をさらに推進していく必要性が高まると考えられるかとし

ております。 

 最後ですが、行政分野の種類とか特性に応じて広域の単位から国・地方全体まで様々な

規模での最適化が求められるが、全国的な共通基盤・共通機能については、国による積極

的な支援が必要ではないかとしております。この点、先ほどの資料２の９ページに追加資

料として、３２次地制調で提出しておりました都道府県単位でのデジタル化の共通基盤・

共通機能の状況について参考資料を付けさせていただいております。 

 お戻りいただきまして、５つ目の柱です。国・地方間のクラウド上での情報への相互ア

クセスです。 

 １つ目の○では、技術的に可能ということですが、データを保有する者が直接クラウド

上のアプリケーションにデータを保存して、国なり地方なりがあらかじめ範囲を定めた上

でそこにアクセスできるような状況が可能になっているということです。 

 次の○に例を書いていますが、システム標準化に活用しているＰＭＯツールが、これも

参考資料の１２・１３ページに付けていますが、地方公共団体が進捗状況を入力し、それ

をシステム上に集計・表示する、また、国は標準化の取組に関する最新情報の提供等がで

きるというような機能がございます。その点について、１３ページにございますように、

あらかじめそれぞれどういう役割があるのかについても明確にしているというようなこと

でございます。 

 資料１にお戻りいただきまして（５）の最後の一番下の○ですが、こうした国及び地方

公共団体が共通のクラウド上の情報にアクセスできるようにすることは、事務の効率化に

つながるのではないかとしております。 

 続いて、５ページに入り、６つ目の柱の情報セキュリティでございます。 

 １つ目の○は、複雑化・巧妙化するサイバー攻撃によってリスクが増大するという状況

を書いています。 

 また、２つ目の○で、現在は総務省が技術的助言としてガイドラインを示しておりまし

て、各地方公共団体はセキュリティポリシーを作っています。法規範を設ける例は、標準

化法などでありますが、全体として情報セキュリティ対策に関する法律の根拠が設けられ

ていないという現状を述べています。 

 ３つ目の○ですが、相互接続がますます進展する中で、１つの団体の対策の不備が他の

団体、また、国に対するセキュリティの脅威ともなり得るという点を書いています。最後

の○ですけれども、そういう状況の中で、地方団体が講ずべき情報セキュリティ対策に係

る指針を国が示すとともに、地方公共団体に対して情報セキュリティ対策の方針の策定及

びその方針に基づく措置の実施義務を課すことについてどのように考えるかとしておりま

す。 

 最後の７番目ですが、デジタル人材の確保・育成としておりまして、１つ目の○で、全
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国どこであってもデジタル人材を確保・育成する必要があるとしております。 

 ２つ目の○で、次に掲げるような取組の必要性が高まっているのではないかとしており

まして、３つ書いてございます。 

 １つ目では、高度専門人材につきましては、全国的にもある意味取り合いというような

状況でございますけれども、都道府県等がこれを確保して市町村等の支援をするというこ

とが考えられるのではないかという点を、２つ目では、都道府県・市町村の各団体におき

まして実際の中核を担う職員を集中的に育成することが必要ではないかという点、３つ目

では、各団体においてデジタル化と無縁の仕事はなかなかもうないと思われますので、職

員全体のデジタルリテラシーの底上げを研修の充実化等によって行っていくことが必要で

はないかという点を指摘しております。 

 最後ですが、必要なスキルをさらに明確化するなど、柔軟に対応策を講じていくことが

考えられるかとしております。 

 デジタル関係は以上でございます。 

○原市町村課長 引き続きまして、６ページ目から、地方公共団体の相互間の連携・協力

及び公共私の連携でございます。 

 １番目に、基本的な考え方ということで共通するものを入れております。 

 １つ目の○ですが、インフラの老朽化、それから、人手不足といった資源制約の深刻化

の認識の下、ますます他の地方公共団体と連携を図って取組を深化させていくことが重要

だという認識を１段落目で書いております。その上で、共同して地域の未来予測、それか

ら、目指す未来像、こういったことの議論を行って、この共通認識の下に連携事業に取り

組んでいくことが重要かということを入れております。 

 また、２つ目の○で深化していく上での前提といたしまして、地域の実情に応じた自主

的な選択が前提であり、国は自主的な連携の取組を適切に支援していくことが必要だとい

う認識を書かせていただいております。 

 また、２つ目の柱であります公共私の連携が３つ目の○になります。コミュニティ組織

ですとか、ＮＰＯ、企業といった地域社会の多様な主体が連携・協働してサービスの提供

や課題解決の担い手として、より一層主体的に関わっていく環境をどう整備していくかと

いうことが課題の検討になるということで入れております。 

 また、地制調では議会の役割についても議論いただいてきました。特に地域の多様な民

意を集約して、広い見地から個々の住民の利害ですとか立場の違いを包摂した地域社会の

あり方を議論するのは議会の役割がより重要になるというような御指摘もありましたので、

ここに入れさせていただいております。 

 １つ目の大きな柱であります地方公共団体の相互間の連携・協力についてでございます。

中は４つほど大きな項目を入れております。 

 １つ目は、まず、連携・協力の取組を深化していく必要があるだろうということで、資

源を共同活用していく取組というのは利害調整を伴うものが多く、進みづらい傾向にある



6 

 

という現在の問題意識を書いております。 

 その上で、１つ目は、連携中枢都市圏、それから、定住自立圏といったものの取組の仕

方であります。７ページ目を御覧いただければと思います。これらについては関係市町村

の積極的な参画を促進していくことが重要であるということとともに、連携協約や協定に

合意形成過程のルールなどを記載していくことも考えられるかというようなことを入れて

おります。 

 ２つ目に、特に規模・能力が同程度の市町村が連携をする場合であります。これらにつ

いては何より共通認識をきちんとつくっていくことが必要だということから、ビジョンを

共有して取り組んでいくことが重要だという認識を書かせていただいております。 

 ３つ目は都道府県の役割です。引き続き市町村の自主性・自立性を尊重するという基本

理念には立ったものの、市町村間の広域連携が実際に円滑に進められるよう、適切な助言

や調整、支援の役割を果たしていく必要があるのではないかということを書かせていただ

いております。 

 ２つ目で、こういった深化とともに特に課題になってきておりますのが、公共施設の集

約化・共同利用ということが議論されてきたかと思います。 

 ３番目の○になりますが、都道府県が調整や事務機能を担うことによりまして、市町村

間での公共施設等の集約化・共同利用に関する議論が円滑に進んでいる事例も見られると

ころであります。市町村間での合意形成が円滑に進むように、都道府県が広域自治体とし

ての役割を発揮して助言や調整、支援を行うというあり方をどのように考えていくのかと

いうことが議論されたところでございます。 

 次に、専門人材についても資源制約の文脈からなかなか難しい課題になってきていると

いう議論でございました。 

 ２つ目の○ですが、都道府県等が専門人材を確保して市町村支援を行うというスキーム

として、現在、復旧・復興支援の職員派遣制度、それから、２つ目としてデジタル人材の

確保といったようなスキームが用意されているところでございます。 

 ３つ目、８ページの１つ目の○になりますが、既存制度の射程によって生じる市町村側

の懸念、特に復旧・復興の方で言えば、災害時に職員を他の団体に派遣されていなくなる

ような課題、あと、デジタル人材については時限の措置であるというようなことを踏まえ

まして、こういった懸念ですとか、それから、市町村におけますそのほかの専門人材確保

のニーズに対応した市町村支援の方策について、どのように考えていくのかというところ

が論点になったところでございます。 

 ２つ目、地域の未来予測の作成ということでございます。これらの地域での難しい課題

調整を行っていく上では、その大前提として、共通のビジョンを持っていることが必要だ

ろうということでございました。 

 地域の未来予測については１つ目の○で、なかなかノウハウですとか手順が分からない、

また、作成する余裕がないといった声が聞かれたとの課題認識を示しております。その上
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で、市町村の既存の計画等に用いております将来推計等の活用ですとか、総合計画等の見

直しのタイミングに合わせた作成ということで、効率的・効果的に整理することが可能と

いうことが示されました。その上で、実際に今後も市町村の主体性を損なわないよう留意

しつつ作成を支援するということについて、どのように考えていくかという指摘がされた

ところでございます。 

 実際には、この未来予測をつくることが目的ではなくて、これをつくっていく過程、ま

たはビジョンをつくったことを踏まえて、それを議論して地元での認識をつくっていくこ

とがより重要なのではないかということが指摘されております。 

 ３つ目、デジタル技術の活用であります。これは特に２つ目の○になりますが、デジタ

ル特有として非隣接市町村間の連携の取組が広がりを見せていることが指摘されました。

こういったデジタルにおける特徴を踏まえた連携も今後注視していく必要があるという議

論がされたところでございます。 

 次に、２つ目の大きな柱であります公共私の連携になります。 

 １つ目でありますが、まず、共助の仕組みを支える主体間の連携ということで、８ペー

ジ目の一番下の○になります。公共私が相互に連携・協働する場でありますプラットフォ

ームの重要性が認識されてきており、今後もその構築をより一層強化していくことが必要

ではないかというようなことが指摘されました。 

 その上で、９ページ目の１つ目の○になりますが、地域づくりの担い手として、様々な

関係者と連携・協働して地域課題の解決に取り組んでいく主体の位置付けについて、どの

ように考えるかということで制度化も含めてという議論になります。後ほど参考資料の方

を御説明させていただきたいと思います。 

 ほかにございましたのは、２つ目の○であります市町村による積極的な支援も考えられ

るのか、一方で、当該団体の自主性も必要であって、その手法は当該団体のニーズや実際

の課題解決につながっているかを見極めることも必要かというようなことがございました。 

 また、運営方法については一定程度の民主制や透明性が確保されていることが求められ

るのではないか。 

 また、次の○で要件ですが、支援の具体的な方法、これについては地域の実情に応じた

対応が必要なのではないか、また、メンバーシップについては開放性を担保することです

とか、民間企業との連携により、官民をつなぐブリッジ人材などの活用も考えられるかと

いうような御指摘がございました。 

 もう一つ、公共私の連携でいきますと、地域のコミュニティ活動の持続可能性の向上と

いうお話がございました。地域活動の関係で、デジタル化が今回のコロナ禍で進展したこ

とを踏まえ、さらに積極的な活用が考えられるのではないか。また、こういったデジタル

化によって積極的な参加促進のほかにも、公共私の連携による新たなサービスの創出にも

つながることを期待されるというような御意見もございました。 

 併せて、今度は自治体・町内会の関係で考えていきますと、過疎地域等において行政の
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パイプ役としての業務が負担になっているというようなことから、これらの効率化を進め

ていく必要があるということ、また、地域の実情に応じて、よりサービスの担い手となる

ようなことが求められるケースも出てくるというようなことの御議論がなされたところで

ございます。 

 特に公共私の関係については参考資料３を御覧いただければと思います。先ほどプラッ

トフォームづくりの議論がございました。先に２ページ目を御覧いただければと思います。

１７回の委員会でも自治体の独自の取組ということでプラットフォームのイメージとして、

次のような資料を参考で御提示させていただいたところでございます。左が豊中市、右が

千葉市になってございます。いずれもプラットフォームをつくっていく上で、左の豊中市

の下の図を御覧いただきますと、老人クラブですとか、ＮＰＯですとか、子供会ですとか、

ＰＴＡですとか、各種主体が組織を運営するところにくっついてラウンドテーブルを設け

ております。これによって各種団体間の調整ですとか、行政サービスを提供していく上で

の連携を促進していくというスキームでございます。 

 実際には、こういったプラットフォームを市長が認定して情報提供するなどの支援です

とか、財政支援というようなことをやったりしております。 

 また、市との連携においては、特に今後進めていくようなことの情報の共有が、それぞ

れの活動する主体にとっては最大のメリットになっているという報告も受けております。 

 また、右側の千葉市の例でいきますと、左側が現行のイメージというので入っておりま

す。例えば子供の健全育成ということについては、学校、ＰＴＡですとか、育成委員会、

また、ＮＰＯなどの主体が関与しております。 

 一方、交通安全の関係では交通安全協会が動いていたり、高齢者福祉についてはその他

のプレーヤーが関与しているということで、それぞれがばらばらにチームを組んでサービ

スを提供しているという状況で、さらにその外に市のそれぞれの課がくっついているよう

な状況があるようです。これを１つのプラットフォームを組むことで、それぞれの主体が

連携・協働し、また、自分たちが持ち寄れるノウハウをここに用いることで１つのプラッ

トフォームをつくっていくというような取組をされているようです。また、市の方も各課

がばらばらにということではなくて、窓口課を設定することによりまして効率的に対応し

ているのが実情であるようでございます。 

 こうした実情なども踏まえながら、１ページ目を御覧いただければと思います。多様な

主体間での連携ということで、これまでの専門委員会での主な御意見として４つほど入れ

させていただいております。 

 特に特定の団体に対して何らかの役割を与えるなど、特別な扱いをするのであれば、条

例などに団体の透明性ですとか公平性、開放性を中心とする一定の要件を書き込むべきべ

きではないかという御意見。 

 住民を代表する組織である必要があるのではないかというようなことから、代表者です

とか役員の選出方法、こういったものを要件とすべきではないかというような御意見。ま
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た、最終的には自治体の判断となると思うけれども、支援の仕方については補助ですとか

委託といった方法もあるのかというような御意見。 

 それから、ＮＰＯと地縁団体との連携はなかなか解決が進まない難しい課題だと、こう

いったことを調整したり情報共有を支援することで進めるという意味で、各関係を解きほ

ぐせるというようなことを制度化していくのはあり得る考え方ではないかというような御

意見。 

 また、公共私の連携につながる一つの制度的な選択として、こういったことを整備して

いくのは重要だけれども、一方で、自治体の主体性を尊重しつつ、そのニーズですとか、

問題解決につながっているかを見極める必要があるのではないかというような御意見等が

ございました。 

 このようなことを基に制度化を考えるとすると、次のようなことが考えられるのではな

いかというのでイメージを入れさせていただいております。特に団体の申し出によって市

町村が指定することができるというようなものの考え方があるのかなということ、これに

伴う法的効果としては、指定を受けた団体の活動を支援していくということですとか、団

体間の必要な調整を行うようなことが考えられるかなと思っております。 

 また、自主性を重んじるという必要がありますことから、その要件ですとか支援の具体

的な方法、これは地域の事情に応じて市町村が定めるということかなと考えております。 

 いずれにいたしましても、こういった必要最小限のツールを用意することで、地域の自

主性を踏まえながら、地域社会を支える多様な主体による連携・協働の取組と市町村の事

務処理が相まって、住民の福祉の増進を図ることを目指していくということなのかなと考

えておる次第でございます。 

 以上、補足説明でございました。ありがとうございました。 

○田中行政課長 引き続きまして、項目Ⅲにつきまして御説明申し上げます。タイトルは

国民の安全に重大な影響を及ぼす事態への対応ということでございまして、これまで非平

時ということで、この専門小委員会で議論をいただいたものにつきまして、このようなタ

イトルで整理をしてございます。 

 １の基本的な考え方でございます。これまでの議論を整理したものでございますが、１

つ目は役割分担の課題としまして、今般の新型コロナ対応におきまして、個別法が想定し

ない様々な事態に直面し、国や都道府県によって、法律上の役割があるわけではなかった

のですが運用上の対応が行われたということについて、個別法上のそれぞれの役割が必ず

しも明確ではなかったという課題があるのではないかということであります。 

 具体的には、患者の移送について都道府県の区域を越えた対応が必要になって、国が調

整の役割を果たしたとか、保健所設置市区の単位では病床の効率的な利用が難しいという

状況になって、国の要請によって都道府県に入院調整本部が設けられたなど、こういう個

別法が想定しない事態に直面して、個別法の役割にかかわらず、運用上、国や都道府県が

一定の役割を担うことになったのではないかという指摘でございます。 
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 ３つ目の○は情報共有・コミュニケーションということでございまして、全国の感染状

況の正確な把握・分析に必要な感染動向などが地方から国に対して迅速に提供されない局

面があったということでありまして、事態の対処に当たって国・地方間の情報共有・コミ

ュニケーションについて課題があったのではないかということであります。 

 また、地方からは、国から地方に大量に発出された通知・事務連絡などによって、新型

コロナ対応に追われる保健所などの現場で対応できなかったなどの課題があったというこ

とも指摘をされております。 

 ４つ目の○はリソースの確保についてでありまして、保健所を中心にしましてリソース

が不足しまして事務処理が滞る事態があったということで、こういう事態に対しまして、

地方公共団体間の求めに基づきます応援、職員派遣が基本ではありますが、これでは対応

できなくなりまして、結局、国などが調整をして広域的な応援を行う必要があるという局

面があったのではないだろうかということでございます。 

 こういう役割分担、情報共有・コミュニケーション、リソースの確保、３つの点につい

てこれまで御議論いただいた上で、こういった課題を踏まえまして、災害・感染症のまん

延などの事態が国民の安全に重大な影響を及ぼす場合において、国民の生命・身体、また

は財産の保護のために、国・地方を通じ的確かつ迅速な対応に万全を期すという観点から、

現在の地方自治法に規定されている国と地方、地方公共団体相互間の関係の一般ルールと

は明確に区分をした上で、こうした事態における一般ルールを用意しておくことが必要で

あると考えられるかとしております。 

 １１ページの１つ目の○でございますが、こういう国民の安全に重大な影響及ぼす事態

に関する一般ルールを地方制度として設けることは、国が役割を果たす際のルールを明確

化するということとともに、現行の国と地方公共団体の関係の一般ルールと明確に区分を

することによって、地方公共団体の自主性・自立性を尊重する意義もあるのではないだろ

うかとしております。 

 ２番目は各論に入ってきまして、役割分担の課題と対応ということでございます。 

 １つ目は、個別法が想定しない事態における国の役割ということでありまして、災害、

感染症のまん延などの事態が国民の安全に重大な影響を及ぼす場合において、国民の生

命・身体、財産の保護のための措置が必要であるにもかかわらず、個別法が想定しない事

態が生じた場合には、国は個別法に基づく指示を行うことはできないほか、自治法上も自

治体の事務処理が違法などでなければ、自治体に対して法的義務を生じさせる関与である

是正の要求指示を行うことはできない、すなわち法令上、国の役割が明確でないという課

題があるのではないか。このような場合、自治体の事務処理が違法などでない場合であっ

ても、その措置を的確かつ迅速に実施するために必要な指示を行うことができるようにす

ることについて、どのように考えるかとしております。 

 また、国の役割において、自治体に対して法的義務を生じさせる指示であるという点を

踏まえますと、要件としましては、事態の規模・対応について、４行目ですが、全国規模
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である場合とか、全国規模になる恐れがある場合、または局所的であっても被害が甚大な

場合とか、その事態が発生している地域が離島など僻地で迅速な対応に課題がある場合と

することが考えられるのではないかとしております。 

 また、手続という点につきましても御議論いただきまして、そういう事態の認定につい

ては、それぞれ広く関係する個別法の所管大臣の判断が必要であることを踏まえて、閣議

決定を求めるなどの適切な手続を経ることが考えられるのではないかとしております。 

 この点につきましては、個別法と個別法に今存在している指示権と、ここで議論してお

ります一般法に基づいて個別法が想定しない事態における指示の関係について前回も御議

論いただきましたので、資料４で補足説明をさせていただければと考えております。 

 現在御議論いただいております一般法による個別法の指示権の補充の考え方ということ

でありまして、もちろん今御議論いただいております一般法に基づく補充的な指示という

のは、一般法に設けます今御議論いただいているような要件に従って事態の性質とか規

模・対応などに照らして必要性の判断をしていくことになるわけでありますが、それが個

別法にある今の指示とどういう関係に立つのかという点でございます。この一般法に基づ

く指示の必要性の判断ということについては個別法が存在しているわけでありますので、

個別法が想定している事態、個別法の指示というのがどういう事態において行使されてい

ることを想定して要件が策定されているのかということについては、十分踏まえる必要が

あるということであります。 

 したがいまして、一般法に基づきます補充的な指示で行使されるのは、個別法に基づき

ます指示の要件においては想定されてなかった事情が生じている場面になると考えられる

としております。 

 一方で、個別法が想定している事態において、特段新しい事情が生じているわけではな

くて、単純にその要件を充足しないに過ぎないときというのは、一般法に基づく指示権の

対象になるものではないのだと、こういう関係に立つのではないかと整理をしております。 

 過去にあった災害とか、こういう事態において、どういう場合が実際は考えられるのか

ということにつきまして、いくつか事例を用意させていただいております。 

 １つ目は、令和３年に災害対策法が改正されているのですが、その前の災害対策基本法

では、この災害対策基本法が想定している災害は非常災害とされておりまして、都道府県

の段階では十分な災害対策を講ずることができない大規模な災害ということで、罹災者の

数、被害の程度などで判断をされていたわけであります。その後、例えば右の方を御覧い

ただきますと、島嶼部などの条件不利地域におけます土砂災害、伊豆大島の土砂災害とか、

県境付近の地域で発生した豪雨災害、常総水害とか、あるいは北海道胆振東部地震のよう

な特殊な地質によって大規模な山腹崩壊が生じた地震とか、こんな事態がありまして、そ

の後、令和３年に災害対策基本法が改正されたわけでありますが、こういった事態という

のは、例えば個別法で当時想定外だった事態と考えられるのではないかとしております。 

 次のページを御覧いただきまして、２つ目の事例としましては、新型インフル特措法が
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今回一連の事態で累次改正されているわけでありますが、当初、今回の一連の事態に入る

前の新型インフル特措法というのは左にありますように、新型インフルエンザ等緊急事態

という事態を対象にして国が都道府県知事などに対する指示権ができるとなっていたわけ

でありまして、これは人の移動性の高さなどから一つの地方公共団体が措置を講じないこ

とが、他の地方公共団体の被害の拡大につながると、それが国全体の社会的混乱につなが

るという考え方だったわけでございます。 

 しかしながら、右の方に行っていただきまして、二度の緊急事態宣言を経まして、新型

コロナウイルス感染症は感染力が非常に強く、急速に感染拡大するということで、それま

では緊急事態宣言になった段階で国が都道府県知事に対する指示権を行使できるとなって

いたのですが、特定の地域において予防的かつ集中的にまん延防止等に有効な措置を実施

できるようにする必要性が認められたということで、これは令和３年の段階でまん防とい

うのが創設されましたし、その後、感染の拡大と収束を繰り返す中で、緊急事態宣言下に

とどまらず、その事態に至らないようにするための指示権の必要性が認められまして、政

府対策本部設置時から令和５年の改正によって国の指示権が拡充された経緯がございまし

て、それぞれの改正前において、こういった想定外の事態があったということではないか

という整理でございます。 

 一番下でございまして、感染症法の事例でございます。感染症法ですと、これは緊急の

必要があると認めるときには、国が都道府県間の事務を調整し、事務の実施を含めた指示

を行うことができるとなっているわけであります。この点について緊急に必要があるとき

にはできるとされておりますが、右側の方で、今回の一連の事態の中では、保健所の業務

逼迫によりまして、保健所から感染症の実態について報告が届かないというような事態が

生じまして、要は緊急の必要があるかどうかというスケールが機能しなくなるという事態

が生じたわけでございまして、これが令和３年の法改正の前においては想定外の事態だっ

たということではないかと考えているところでございます。 

 お戻りいただきまして、１１ページの（２）でございます。２つ目の項目でございまし

て、保健所設置市区等の事務など、規模能力に応じて市町村が処理する事務についての都

道府県の役割ということでありまして、このような事務については、事務は都道府県では

なくて市町村が処理することになるわけでありますが、生活圏や経済圏の一体性を考慮に

入れた対応とか、リソースを効率的に配分する必要性が生じたという課題があったのでは

ないだろうかということであります。 

 これを踏まえまして２つ目の○ですが、災害や感染症のまん延などの事態が国民の安全

に重大な影響を及ぼし、国民の生命・身体、財産の保護のための措置が必要である事態に

おいては、都道府県の区域を単位としまして、都道府県が直接処理している事務と、規模

能力に応じて保健所設置市のように市町村が処理している事務との調整を図る必要がある

と国が認めるときには、都道府県が調整のために必要な措置を講ずることができるものと

することについてどう考えるかとしております。 
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 （３）は大都市圏における都道府県の区域を越える調整とでございます。２つ目の○の

ところでありまして、東京圏についても圏域で一体的な対応を行う必要性が高いと考えら

れるのではないかということで、例えば関西広域連合のように水平的な調整を行う枠組み

とか、国が圏域の調整の役割を果たす枠組みとか、あるいは都県と国が協議によって調整

を行う枠組みなどを設けることについてどう考えるか。こういう仕組みについては平時か

ら設けて、実効性を確保していくことについてどう考えるかとしております。 

 一方、関西広域連合も綿密な意思疎通に基づく取組が実を結んでいる部分はありますが、

こういった取組を深化させていくことが期待されているのではないかとしております。 

 ３番目、情報共有・コミュニケーションの課題と対応であります。１３ページの一番上

に行きまして、現行の地方自治法上は国が自治体に対して助言・勧告し、情報提供するた

めに必要な資料を提出することを求めることができるとされているわけでありますが、災

害、感染症のまん延などの国民の安全に重大な影響を及ぼす事態においては国が自治体に

対して、例えばワクチンの確保とか水際対策などの国の事務のため、あるいは国が自治体

に対し指示権を行使することも含めて、そういうためにも資料提出とか、自治体からの意

見表明を求めることができるようにしまして、情報共有やコミュニケーションに万全を期

すようにする必要があるのではないかということであります。 

 それから、３つ目の○でありますが、自治体の方からは膨大な通知・事務連絡が発出さ

れて、コロナ対応に追われる現場で対応できなかった。また、事務連絡・通知の法的性格

が不明確であり、現場が混乱したという指摘がありましたが、リエゾン派遣などを活用し

た双方向の綿密なコミュニケーションを確保するほか、国からの通知・事務連絡について

は、内容について自治体の自主性・自立性にも配慮するとした上で、処理基準とか技術的

助言・勧告、情報提供などの法的性格を適切に区分し、これを明らかにするなどの工夫を

することが考えるのではないかとしております。 

 ４番目、必要な職員の確保と課題への対応ということでありまして、最後の○のところ

でありますが、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態においては、個々に水平的に相手と

調整することが、なかなか職員確保についても難しい場合がありますので、そういう場合

におきましては、国が地方公共団体間の応援や職員の派遣の調整の役割を担うことを明確

にする。また、その実効性を高めるという観点から、これは災対法などにはありますが、

これと同じように応援や派遣に応じる余力がないなどの正当な理由がない限りは、自治体

は応援や派遣を行わなければならないものとするということについて、どのように考える

かとしております。 

 以上でございます。よろしくお願いします。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局からの説明に関しまして、御意見等がございましたらお願

いいたします。いかがでしょうか。 

 岩﨑委員、お願いします。 
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○岩﨑委員 大変分かりやすく論点整理していただきましてありがとうございます。 

 とりわけＤＸの進展を踏まえた対応につきましては、今回の地制調を通じまして論点と

対応が非常に明確になったと拝察しております。その上で、もし御検討いただければと思

う点をいくつか少し申し述べさせていただきたいと思います。 

 まず、２ページ目のバックヤードのデジタル化についてなのですが、基幹業務システム

の標準化の取組が地方公共団体の人的・財政的負担を軽減するもので、地方行政のデジタ

ル化と、それに伴う行財政運営のあり方を変革する重要な契機になるものであるという、

この表現はほかにも類似するところもあるのですけれども、とても重要な指摘だと思いま

すので、バックヤードだけではなく行政運営の全てに直結する論点の要として、ＤＸの基

本的な考え方に移してもよいかと思いました。 

 ２点目、地方制度の議論ではございますが、行財政改革にＤＸを推進していく上では、

産官学の連携が不可欠ですが、民間の役割についての言及が、この論点整理の中に少ない

印象です。 

 ３点目、地方行政のデジタル化が述べられておりますが、地方公共団体の規模の違いに

ついての言及があまりなされておりませんが、今後ＡＩの活用ですとか、自治体のデジタ

ル格差が生じるだろうという予測も踏まえて、この解消には丁寧な書きぶりが不可欠と思

っております。 

 ４点目、デジタル人材の育成について、この提案の中では都道府県が主体となっており

まして、とりわけ５ページの最下部に記載されておりますが、政令指定都市や現場の自治

体でも同様に必要だと思います。また、いくつかの論点において、主体が少し曖昧な箇所

があるように思っております。国、都道府県、政令指定都市、そして、地方公共団体、い

ずれがどこに何を関与するのか、支援をするのかというところをもう少し明確にされたほ

うがよいかと思います。 

 最後に５点目、ロードマップについてです。今後ＤＸを推進していくことで、国と地方

公共団体のデータ連携等を進めていかれると思いますが、行財政改革のＥＢＰＭを推進し

ていく上では、今後ロードマップの記載も必要ではないかなと思いました。 

 以上ですが、コメントとさせていただきます。ありがとうございます。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 総務省の側からお答えがあるかもしれませんが、もう少しいただいてから、まとめてで

よろしいですか。 

 それでは、大屋委員、お願いします。 

○大屋委員 ２点ほど申し上げます。 

 １つは５ページの（６）の４ポツのセキュリティ対策です。方針の作成をするのは当然

よろしいのですけれども、それに基づく運用が適切に行われることを担保するようなガバ

ナンス体制を構築し、運営し続けることが極めて重要であるということを強調しなければ

いけないと思っております。措置の実施義務という書き方がされておるわけですが、これ
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だとワンショットの対応に見えかねないところがありますので、インシデント対応の実効

性確保も含めて書いたほうがいいだろうと思います。 

 なお、いずれについても自主的に対応したい自治体が頑張って努力すると、独自対応す

るということは当然許容すべきだと思いますけれども、手を挙げる自治体さんが出てくる

だろうということを前提として、連携とか共同化で一定水準を確保することを重視すべき

だということも書いたほうがいいのではないかなという気はしております。 

 ２点目は、同じページの（７）の２ポツでして、セキュリティの問題とも関係するので

すが、事故を防止するという観点からは、全職員が一定のリテラシーを共有していること

は極めて重要であります。これが欠けると、例えば掃除に来た職員さんがサーバーのコン

セントを抜くというタイプの事件が発生するわけです。 

 データ利活用の観点でも統計表における機械判読可能なデータの表記方法の統一ルール、

すなわちエクセルでデータをつくるときに守るべきノウハウというのを総務省の統計局が

定めておられるわけです。厳密には外部に統計表を公開するときにこうしなさいなのです

けれども、実際には、その手前の段階でも、データを使い回したり分析したりするために

は必ずこれをやらなくてはいけないというルールが書いてあるのです。書いてあるのです

が、日々これを守らないエクセルデータがそこら中で作成されているという状況にある。

これは国、地方自治体、民間企業、大学を問わずそうなのですけれども、こういうのを放

っておくと、いつか必ず事故が起きるわけですから、そうならないようにしなければいけ

ない。 

 資料２の１５ページで、Ｊ－ＬＩＳさんとか自治大学校、市町村アカデミー・国際文化

アカデミーで研修を充実させているということが紹介されていて、これはもちろん重要で、

是非そうしていただきたいと思うわけですが、基本的に対象が限られていて、リーダー養

成に焦点を当てたものですので、これとは別に、それこそ全自治体の全職員が理論的には

受講できるような、ということは、もちろんｅラーニングを活用した研修の機会というも

のを整備することが期待されると思います。 

 以上です。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 太田委員、お願いします。 

○太田委員 太田でございます。資料をおまとめくださり、ありがとうございました。 

 内容に関わるところから、かなり多いのですが、お話ししたいと思います。 

 １点目は９ページの地域づくり、公共私の連携の箇所です。一番上の○、地域づくりの

担い手として様々な関係者と連携・協働して地域課題の解決に取り組む主体の位置付けに

ついて、どのように考えるかとなっているのですが、ここでは、例えば福祉のような特定

の問題の解決に取り組む主体は関係者の方に入っており、伝統的に地域自治組織などと総

務省が言ってきたものをどう考えるかということだと思います。 

 それはそれで重要だから育成する方向で構わないと思いますが、後ろのプラットフォー
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ムという捉え方から考えたときに、自主的なネットワークではなくて、どうも中心にあっ

て、司令塔といいますか、ヘッドクォーターのような機能を期待しているという図にすぐ

整理される。参考資料の千葉などはそうです。 

 当事者が自主的につくったネットワークが全体を包括していない。これがある程度当事

者からも不合理に見えるのであれば、もちろん地域自治組織のようなものを中心に置いて

プラットフォームとして機能させるというのでもいいのでしょうが、ともすれば、そうい

う形でまとまらないと情報は来ない、お金も来ないとなって、そこで主従関係のようなも

のが設定されると、これは荒見委員がしばしばおっしゃっていたと思いますが、問題のあ

る構造になって、かえって問題の解決を阻害するのではないか。解きほぐせるどころか、

余計にこんがらがるというタイプになるのではないかと思います。どう考えるかというの

であれば、ここら辺の重要性と、簡単に言うと、威張ってはいけないということになりそ

うですけれども、プラットフォームとしての分をわきまえた行動を取る必要があるという

辺りを両方書く必要があるのではないかという気がいたしました。 

 それから、９ページの同じ箇所で、最後の方にメンバーシップについて開放性というの

があって、その２つ上の方に民主性、透明性と分けて書いてある。参考資料の方だと、ど

ちらかというと比較的並べて書いてあります。開放性というのは透明性を担保する際の一

番やりやすい要請だろうと思います。お前は仲間ではないといって入れないというのは、

その分、逆にあいつらは何をやっているのだろうという透明性を欠如させる部分がありま

す。したがって、開放性は、むしろ透明性の要素として接近させて書いたほうがいいので

はないかと思います。私としては、ついでに開放性もということではなくて、民主性、透

明性と並ぶ最低限の位置付けであるという方向で書いていただければと思います。 

 それから、この調査会では非平時と言ってきたⅢの国民の安全に重大な影響を及ぼす事

態への対応という部分について、何か所か意見を申し上げたいと思います。 

 まず、全体的に１０ページの冒頭とか、基本的な問題意識の中に、それぞれの役割が明

確でなかった、あるいは国の役割が明確でなかったということを問題提起として対策を議

論するという形の文章になっているのですが、私の見るところ、役割が明確でなかったと

いうことではないと思うのです。権限でございますので、使えないとき、要件を満たさな

いときには何もできないというのはむしろ明確なのです。だから、役割が明確でなかった

のではなくて、個別法が想定している役割分担ではうまく対応できなかったということを

はっきり書く。その中で、一定の対応をしないといけない事態があるのではないか。明確

でなかったら、やろうと思えたらやれたのかもしれないけれども、よく分からなかった、

だから、やりづらかったのだという話ではないはずだと思います。そこら辺は曖昧に書か

れていて、それはよろしくないのではないかという気がいたします。 

 その上で、個別法が想定していない事態と補充的な指示権を行使できる場合の関連づけ

ですが、私も今までの考えが甘かったと自分で反省しているところです。１１ページの下

から２つ目の○のところ、かつ参考資料としてつけていただいたものにおいて、個別法が
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対象としている事態の想定外として災対法と特措法と感染症法、全部お書きなのですが、

私の疑問は、全部のシチュエーションが今般整備するべき地方自治法の補充的な一般的指

示権を行使できるシチュエーションなのかということです。私は３番目の感染症法改正の

事例は、むしろ使えないというか、これは個別法の言わば裾出しをしてしまうタイプでは

ないか、ここで使うと個別法の裾出しをするタイプではないかという気がいたします。 

 すなわち緊急の必要があるとまでは認められない事例である、先ほど田中課長は、個別

法を適用するためのスケールが動かなくなってきたということでお話をされた。実際に報

告が上がってこないのでよく分からない。よく分からないがとにかく増えているようだと

いうことになれば、むしろそれは緊急の必要があるのではないか。もし、そこまでの確信

を持てないのであれば、それは緊急の必要がない、不安にかられるが緊急の必要はない、

こういう事態ではないと理解すべきではないか。このときに感染症法が改正によって対応

しようとしたのは、むしろ今般の報告書でいうと、１３ページの一番上にある○です。こ

こにある地方公共団体から必要な情報の提供を受け、コミュニケーションを図る必要があ

るという対応を感染症法でやった。これは改正ですから構わないだろうと思うのです。そ

ういうことではないか。 

 だから、補充的な指示権を動かせる場合というのは、１１ページの先ほど問題にした下

から２つ目の○の上に一般的な要件があるのですが、まず、そこが基準になる。その上で、

個別法では対応できないということになるのではないか。実はその結果、これまで取りこ

ぼしを防ぐという観点を強調してきたのですが、個別法の指示権も動かないが、補充的な

指示権も使えないというシチュエーションが若干出てくる可能性があって、そこは自分の

中でも整理がついてなかったと思うのです。 

 今、資料に出ているような整理で、もし、ここで出た資料の場合に全部補充的な一般的

指示権を動かせるというのだったら、結局のところ、個別法が動かないときに全部補充的

指示権を使えるということになりかねないので、そこはもう少しリジットに考えていく必

要があるのではないかと思います。 

 次に、同じ箇所に書いてあることに、流れとしてはそういうものかなと思うのですが、

１１から１２ページの市町村と都道府県の関係があります。ここに出てくるのは問題ない

のですが、ちょっと考えていただきたいのは、２の（１）の方は地方自治法をいじること

を考えているものです。だから、それにつられて２の（２）の方も地方自治法のことを考

えているのかどうかよく分からない。私はどちらかというと、事務の性格によるので、今

般の事態を踏まえて個別法を見直す際の視点ではないかと思います。 

 もう一つは、実際に今回もありましたけれども、個別法どころか全員が想定していない

対応措置というのが取られることがあるわけです。お金を配るならともかくマスクを配る

とか、そうすると、あれはたしか国がやったのではなかったかと思いますが、お金を配る

のは市町村がやっても、マスクを配るのは国がやるというような感じで、個別法で予定し

ていない措置を取ることはあるし、何かを配るというような、それが可能なときもあるわ
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けです。そういうことを考えると、これは事務ごとに考えざるを得ないので、地方自治法

を改正するような話ではない。だから、一般法で何かやるということを考えているわけで

はないというのであれば、それを説明されて、かつそれが分かるように、補充的指示権は

一般法なのでしょうけれども、こちらの方は違いますということが分かるように書いてい

ただければと思います。 

 それから、補充的指示権で言い忘れましたが、これは、リソースとも絡みます。例えば

感染症法の報告のようなことを考えると、指示権を使ったって意味がない。指示権を使う

暇があったら保健所職員を持ってこいと言われる可能性が高いものなので、そこら辺は実

践の中でうまくやっていただければということになるのか、指示権が機能する局面という

ことで考えるのかを考えていただければと思います。 

 長くなってすみません。あとは細かい問題でございます。２ページに「手続を直接「デ

ータ」で対応することで」という表現があって、口で聞いたら分かるのですけれども、文

章で読んだら一体何だという感じの日本語なので、ちょっと考えていただければと思いま

す。 

 それから、地域の未来予測のところに関し、地域包括ケアなどでは例がございましたが、

うまくいった事例をデータベースに集積しておくだけでもいいのかもしれないので、そこ

ら辺の横展開の仕組み、作成を支援ということになっているのかもしれませんが、入れて

いただければと思います。 

 あと、今の並びで分かりにくいことはないのですが、体系的な美しさを言いますと、デ

ジタル技術というのを最初に書いておきながら、後ろの公共私の連携の辺りでデジタル技

術がポロポロ出てくるのです。それでいいのかどうか。もう一つ、都道府県の役割もポロ

ポロ出てきて、どこかでまとめられたら美しいのだけれども、そこは今の御説明がそうで

あったように、縦割りでやる以上、仕方がないということなのか、そこら辺は御賢慮に期

待したいと思います。 

 長くなりましたが以上でございます。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 それでは、田中委員、お願いします。 

○田中委員 御説明ありがとうございました。私もデジタル関係１点と、後半の方で公共

私とデジタルのことでコメントさせてください。 

 まず、４ページの一番上のポツに生成ＡＩのことが書かれていて、ＤＸ化のところでは

今後この生成ＡＩ等の役割もたいへん大きくなってくるところ、ここには情報セキュリテ

ィ面のリスクや、先ほど大屋先生も指摘されたガバナンスのことは少し触れられているの

ですけれども、現状、自治体で活用しているＡＩというと、ＡＩチャットボットで質問に

対応する、あるいは先日、児童相談所の対応をＡＩに聞いてみたらば問題につながったケ

ースも報道されています。また、お見合いアプリのように、適切な方が出会って人生設計

を決めていくことにも様々活用されていくところがあります。ＡＩの活用の実態をバック
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ヤード・フロントヤード、両方を踏まえた形で、記述ができればと考えます。 

 ただ、分析をしたり、ラーニングした情報が集まってこないと適切な判断ができづらい

ところも見えてくるのが分かっていますので、国と地方公共団体とがデータベースをどの

ように考えていくかというところも、すごく重要なポイントではないかなと思うところで

す。そういう方向性みたいなものが、この段階で発表されるものなので入っていてもいい

のかと思います。 

 ２点目は、８から９ページ目にデジタル技術の活用、地域生活圏と公共私があります。

９ページ目の○のところが、まだこれから深まっていくところかもしれないのですけれど

も、要件や支援の具体的な方法が地域の実情に応じた対応、メンバーシップなど、まとめ

ていただいているのですけれども、この辺りは今、連携自体に何か支援が生まれるという

ことでもなくて、連携によって生み出されるアウトプットとかアウトカム自体を明確にす

ると、成果のあるものが共有され、水平展開しやすいと考えます。アイデアのある地域が、

日本全国に対するアイデアのリソースセンターになれるという意図です。それには先ほど

の未来のカルテのように、よりよい事例がどんどんデータベース化されていくということ

ありきだと思うのです。支援とのセットというのはアウトカムをしっかりということが表

明されてもよいかと思います。 

 また、個々の課題や地域の実情というのも、例えばですけれども、地域の課題で限界集

落的な地域に唯一あった高校も２校が今度１校に統廃合されるという現実、そのために民

間等が入って、地元の高等教育機関も入って地域人材育成を支援していくという事例は、

新しい地域づくりとの一つの事例だと思いました。そのようなチャレンジや事例が出てき

たときに、こういう支援がセットになっていくとか、このデジタルと公共私のあり方みた

いなことの枠組みの整理と、どのようになれば一番理想的で、地域課題とフィットしなが

ら未来がつくっていけるのかというところが、○がまだ単発のものがあるので、整理され

るとよいのかなと思うところです。よろしくお願いします。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 もう少しお手が挙がっているのですが、ここで総務省の方で何かあればお願いします。

今伺った御意見の中で、表現を加えることが可能というものについて、特に逐一コメント

等をいただく必要はございませんけれども、むしろ入れ込むことがなかなか難しいものが

ありましたら御指摘をいただければと思います。 

 あと、全体の構成等について、デジタルの話と公共私の話が交錯する部分があるといっ

た辺りは、今後表現の工夫、構成の工夫等をしていければと思いますけれども、何か総務

省の側でございますか。 

 植田さん、何かありますか。デジタルのところはおおむね伺ったご意見を基本的な考え

方に加えるとか、表現を明確化することで対応できるかと思いましたけれども、それでよ

ろしいですか。 

○植田住民制度課長 色々御指摘をいただきまして、今、小委員長がおっしゃられました
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ように、基本的には様々な御意見を踏まえながら、表現をもう少し分厚くしていくという

方向で考えていくべきものと受け止めております。一方、議論が十分できているかどうか

というと、そこまでは行っていないかもしれないという点もあろうかと思います。例えば

岩﨑委員からロードマップというお言葉をいただきました。そういったものは、いずれ考

えていかなくてはいけないものと考えますが、専門小委員会で十分議論をし尽くせている

かというと、まだそこまでいっていないかもしれません。ただ、様々なデジタル化の試み

については、一定の期限を区切りながら進めてきておりますので、考え方としては十分あ

り得るのかなと考える次第でございます。 

○山本委員長 地制調で具体的なロードマップまで言えるかどうか分かりませんけれども、

期限を切ってというか、技術の進展に対応できるタイミングで進めていかなくてはいけな

いということは書けるかと思います。 

 次は原課長、Ⅱの部分も基本的には表現を補充する等でよいかと思いますがいかがでし

ょうか。何かございますか。 

○原市町村課長 特に太田先生から言っていただいた開放性の話ですとか、地域コミュニ

ティだとかの主体性を損なわないような取組及び書きぶりが重要でしょうという御指摘は

よくよく整理したいと思っております。 

 また、田中委員の方からも、要件だとか支援だとかが少し入っているのだけれども、そ

の辺の具体性が見えないとのお話もございました。 

 一方で、Ⅲの公共私の連携は、共助をどう促進していくかというパーツでありまして、

その意味では、地域で活動している人たち、主体的に頑張っている方を側面支援して、行

政に完全に寄りかかるという感じではなく進めていくのかなと思っておりますので、その

意味では、アウトカムとかという形でビシッと切るのがいいのかというのが論点かと思っ

ています。その意味で、従前より、いかにそういった人たちが自分たちの活動をやりやす

い環境をつくるかという視点から整理できるものはきちんと整理したいなと思っておりま

す。 

 以上であります。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 バランスが難しいところがあるかと思いますが、自主的な活動であるというのがベース

ですので、それが損なわれないような形で、しかし、枠組みをつくってそれを支援してい

くということかと思います。 

 それから、Ⅲの部分です。初めの基本的な考え方については、役割が明確でなかったと

いうよりは、権限が必ずしも十分に認められてこなかったということかと思います。 

 それ以下のところで、資料４の最後の例が適切かという話と、１１から１２ページにか

けての（２）の話が、具体的にどのような制度をイメージしているのかというご指摘がご

ざいました。資料４の最後の例については、先ほど言及もありましたけれども、特に情報

提供の部分が、一般的に狭くなっているところがあって、今回、１３ページの初めのとこ
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ろでその点を少し改めようということですから、ここにも関わっているところがあります。

確かに個別法の問題というよりは、もう少し一般的な問題かもしれず、今回、それに対応

すると位置付けられるのかもしれませんが、いかがでしょうか。 

○田中行政課長 太田先生からいくつか御指摘をいただきまして、役割分担の不明確性と

いう記述についてはおっしゃるとおりかと思いますので、修正を検討させていただければ

と思います。 

 それから、そのほかに２点御指摘いただいたもののうち、最後に御指摘をいただいた保

健所設置市区等の事務についての都道府県の役割という部分について、これは自治法を考

えるのか、個別法についてのガイドラインではないだろうかという御指摘だったと思いま

す。今回の一連の事態の中で、例えば入院調整でございますが、入院措置というのは御案

内のとおり、感染症法上は保健所設置市区の事務になっているわけであります。今はその

後に法改正がされておりますが、その時点において、これはもっぱら保健所設置市区の事

務であり、制度上もそうですし、保健所設置市区の区域において都道府県がそういう事務

を行うことは実態としてもそこはなかったと思いますし、むしろ腰が引けているというこ

とだったと思います。 

 ところが、実際に今回の一連のこういう事態があった中で、それで果たしてよかったの

だろうかというと、実際には都道府県が入院調整本部を置いて保健所設置市区の区域を含

めて調整することになったわけでありまして、これをどう評価するかということになって

こようかと思います。もちろん先生も御案内のとおり、その後、感染症法の改正がされま

して、都道府県には一定の場合には調整をするという役割とか、指示をするという役割は

付与されたわけでありまして、そういう個別法で対応したので足りるというのも一つの考

え方であって、そのガイドラインを示せばいいというのも一つの考え方だろうと思います。 

 ただ、これまでの議論のもう一つの考え方としましては、国民の安全に重大な影響を及

ぼす場合でありますので、これは保健所設置市区とか、あるいはほかの中核市の事務とか

政令市が処理している事務があり、その事務が規模・能力に応じて都市が処理するように

されているという事務については、既に都道府県は事務をしないという前提になっており

ます。こういう事態においては、しかしながら、生活圏・経済圏の一体を考慮に入れた対

応とか、リソースを効率に使わなくてはいけないという要請がある以上は、個別法改正を

待って総合調整の役割が付与されるということではなくて、都道府県が自分が直轄で処理

している事務と保健所設置市など、その規模・能力に応じて市町村が処理している事務と

の調整の役割を担うこと、そういう必要性は（１）の議論と同じようにあるのではないだ

ろうかというも考えておりますが、この辺は御議論をさらにいただければと思ってござい

ます。 

 それから、資料４の最後については我々も精査をしたいと思いますが、委員の御指摘で

すと、令和３年の改正で、緊急の必要があるという要件を緩和したのは、まさに保健所に

おいて事務が処理できなくなって報告が上がってこなくなる事態に対して、報告を上げよ
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うということを求めるための指示なので、一般的に緊急の必要があるというのをゆるめて

指示権全般の要件を緩和したというものではないと、あくまでも報告徴収を担保するため

の指示という限定的なケースなのであって、想定外の事態に備えて指示権全般を拡大する

ということを意図したものではなかったという御指摘だと理解してよろしゅうございまし

ょうか。 

○山本委員長 太田委員、どうぞ。 

○太田委員 ありがとうございます。 

 感染症法の細かい解釈をここで行う準備がございませんが、基本は一般的に緊急の必要

があるというのをゆるめて指示権全般の要件を緩和したものではないという方向で理解す

るべきものであるだろうと思います。私も自分の中でどう考えたらいいのか、まだうまく

整理ができていないのですが、前回お配りいただいた表の中に、補充的指示権という考え

方で、言わば前段階で情報提供を求める権限をゆるく使っていくのと、後ろの方になって

きつくなると指示権を使うという表がありました。そうすると、見ようによっては前段階

のところの情報提供を求める権限を行使したという位置付け、補充的指示権の範疇の中の

ゆるい行使だということも考えられるのかなと思ったのです。それは補充的指示権を使う

ときに念頭に置いている事態に比べると前倒しすぎではないか。 

 現行法の感染症法改正の例を見ると、怠っているという表現が使われているのですけれ

ども、要するに事務ができていないということが重要なので、かつ本則の６３条の２だっ

たかと思いますが、本則規定ですので、要するにふだんから情報をもらうための規定では

ないか。だから、そういう意味では１３ページの一番上の○の方の類型で理解したほうが

いいのではないかと、資料を見ながら思ったということでございます。十分なお答えには

なっていないかと思いますが、私の問題意識は以上でございます。 

○田中行政課長 御趣旨を理解しまして、確かに報告徴収を確実にするための感染症法の

趣旨はそういう目的だとすれば、今回の検討で言いますと、情報共有の方で答えを出して

いく問題になると思いますので、そういう意味においては補充的な指示権の事例として挙

げるのは適切ではなかったという理解でございましたら、そのとおりと思います。 

○山本委員長 よろしいですか。 

 それでは、ここはさらに検討させていただくことにいたします。確かに個別法の想定外

というよりは、前倒しで情報を集めなくてはいけないところについて制度が不十分という

ことかもしれません。そこは整理をさせていただくことにいたします。 

 先ほどの１２ページの○のところは、一般的に自治法で対応するということですけれど

も、（１）で、個別法が想定していない事態において、個別法を見直すまでの間の権限を

もう少し拡充すべきという話があり、この話とつながっている感じがあります。これは表

現というか構成の問題かもしれませんけれども、少し工夫をすることにしたいと思います。

私も事前にいただいたときに（２）のところがかなり強い感じがいたしました。今の御指

摘もございましたので、少し（１）と連続的といいますか、共通の話であることが分かる
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ように工夫をしたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 大山副会長、どうぞ。 

○大山副会長 太田委員のおっしゃったデジタルの話が後ろの方にあまり出てこない、縦

割りではないのかという点なのですけれども、私も前から気になっていて、前にも発言し

たことがあるのです。１０ページの３番目の○のコミュニケーションについて課題があっ

たとか、それから、１３ページの上から２つ目の○でコミュニケーションを図る必要があ

ったと書いてあるのです。この辺はまさにＤＸの話なのですけれども、ＤＸのところでは

もうちょっと未来的なことが書かれていて、こっちへ来ると相変わらず電話とファクスで

やっているみたいなことになってしまいかねないので、その辺を何とかしていただけると

いいかなと思っています。 

 以上です。 

○山本委員長 最終的に、ここは縦割りでなく整理をいたします。ありがとうございます。 

 それでは、土山委員、お願いします。 

○土山委員 できるだけ手短にと思いつつ、Ⅰで１点、ⅡとⅢでそれぞれ４点お伺いした

いと思います。 

 まず、Ⅰなのですけれども、２ページ目のところ、行かない、迷わない、待たない、書

かない窓口業務の改革、まさにそのとおりで、これが進んでいくことが肝要と思います。

ただ、現場の話を伺っていますと、マイナンバーカードのことで結構混乱があって、まだ

特別に人員を充ててつくった室が解消できていないというお話もあります。同時に、たく

さんの方が来られる混乱が顔認証付きカードとしてしまったことにあり、５年後にもその

ように人が更新に来られる混乱が既に想定されている状態になっています。 

 技術を設計するときは、どうしてもそのときのタイミングに寄ってしまうので、マイナ

ンバーとカードで想定してしまったのでしょうけれども、５年後はどうなるのだろうとい

うようなことも伺っています。 

 そうした技術の更新に合わせ、国の側も地方公共団体に行かせない、迷わせない、待た

せないようなことを可能にする技術更新をお願いしたいと思いつつ、現場の状況として伺

っていることとしてお伝えしておきたいと思います。 

 Ⅱで、６ページの地方公共団体相互間の連携・協力及び公共私の連携のところです。基

本的な考え方のとしては、仕組みは既に充実していると、自治体間連携についても、それ

から、とりわけ基礎自治体で市民活動を支援する仕組みというのも相当に充実していて、

認知されていると考えています。また、この部分の連携というのは自主性・自発性と言い

ますと、集合的意思形成、つまり政治の関わる部分が濃いところでございます。 

 このときに、例えば１の基本的な考え方の２ポツのところで、「国は自主的な連携の取

組を適切に支援していくことが求められるか」と書かれているのですが、むしろここは「適

切に支援」、何かこれがいいと支えると、そちらの方に自然な流れを、ぐっと何か作用す
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る力を働かせてしまう恐れがあるのではないかなと思っています。むしろ、ここは「適切

に支援」というよりも「見守っていく」とか、「見極めていく」とか、そうした中で、今

の社会情勢に応じて、それぞれの自治体が任意で選んで、使うべきものを使って、使われ

るべきものが使われていくというところを見守って、次の制度構想につなげていくという

ことなのではないかなと思っております。 

 また、Ⅱの１のポツの４つ目、先ほどデジタルの話もありましたが、ここで議会の話が

出てくるのですけれども、やや唐突な感じがして、議会については１２月に答申が出され

ているところでもありますし、そこで書ききれなかったのでここでということなのかなと

思いますが、地域を越えた連携の取組をするための意見集約が議会に期待されるかと書く

のは、なかなか難しいかなというところもあります。また一方で、２パラに、「議会には

住民自治の根幹をなす存在として」、というところは、既に議会が本来求められているそ

うした一般的な議会の目指すべき姿かと思いまして、これも１２月の答申に書かれている

のではないかなと思います。 

 ８ページのⅡの２の（２）でございます。ここで未来予想の作成や目指す未来像の議論

について出てきているのですが、これを拝見しますと、個別自治体に対して必要だと言っ

ているようにも読めるわけです。また、こちらの小委員会での議論でもそうした資料が出

されていたかと思います。ただ、大項目Ⅱは地方公共団体相互間の連携というところを書

いていて、現状の構成の中に、この書きぶりでこの部分が出てくると、どうしてここで自

治体がやる話と思わせられるところでございます。 

 ただ、基本的な考え方のところを見ますと、そうした未来予測を自治体共同でやってい

くことが必要なのではと書いていまして、そのことからここに置かれているのかなと思う

のですけれども、そうだとすると、そのことを明確に書かないと、どうして未来予測の話

がここに来るのだろうと、構成として意識されるのではないかなと思います。 

 それから、８ページの終わりからのところでございますけれども、私は２００３年に龍

谷大学ＬＯＲＣという、３２次地制調でも地方公共人材という言葉を紹介していただきま

したが、その言葉を発想した共同研究で、持続可能な地域社会の理論と実践をつなぐとい

う共同研究のところで、色々な取組を見たり考えたり御一緒したりしてまいりました。そ

こで、申し上げたいことは、市民自治の活動と団体は非常に地域性が高く、固有性が高く、

属人性が高く、流動性が高い、また、それも政治に深く関わる領域だということなのです。 

 ここでプラットフォームを担う団体として想定されるときには、自主性はもとより、公

益課題に応え、民主的であり、透明性があって、公開性があって、開放性があって、さら

に安定性があるということが期待されているのですけれども、それは相当に厳しいという

か、ほとんど無理な感じがするわけです。市民活動団体の活動そのもの自体は困っている

ことを放っておけないなということで動き出すところにあって、これらの民主性、透明性、

公開性、安定性を兼ね備えてというのは、なかなかは難しいのではないかと思っています。 

 また、自治体さんとしては、そうした組織であってほしい、そうした組織があってほし
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いという期待があることも、私は色々な地方公共団体で伺ってまいりました。先駆事例と

して取り上げられたところは、それを実験的に取り組まれて、うまくいっておられるとこ

ろなのかもしれませんが、それが汎用的に支援したら実現するという書き方では、相当に

難しいのではないかと思っています。 

 さらに言えば、地方公共団体自体が連携・協力しやすい組織ではありません。市民活動

の立場から言えば、担当者がすぐ変わってしまう、首長さんが変わってしまうと全く対応

が変わってしまうことが市町村との連携のしにくさというところで必ず上がってくるとこ

ろでございます。今、現場で行われているのは、そうした相互の特性の違いを超えて、そ

のときにうまくいくことを想定しているのであって、それを制度的にこういう制度ならい

いと思いますということをつくって支援すること自体に難しさがあると思っています。 

 行革の中では、かつて出した団体補助金を一生懸命議論して何とか了解を得ながら、団

体補助金を何とか削減してきたみたいなところもあります。そういったことを見ておりま

すと、うまくいくところはうまくいく、それを尊重したり、そのケースを共有したりする

ことは必要ですけれども、それを汎用的な仕組みとして考えることは政治の問題でもあり、

なかなか難しいのではないか。むしろ、既にこうした都市で拝見していますと、地域の自

力のあるこれまでの積み重ねや都市的なところで行われている仕組みが、なかなか既に難

しいということが明らかになっている、地域や市民の団体が既に疲弊してもたなくなって

いるのではないかという地域で、どのようにナショナルミニマムやシビルミニマムを保障

していくかということが、喫緊の課題になってくるのではないかなと思っているところで

ございます。 

 １０ページのⅢのところに書かれております国民の安全に重大な影響を及ぼす事態とい

う内容は、これまで私が十分に理解が至らなくて色々お伺いしてきた点について、非常に

明確に規定していただきました。大変ありがとうございます。どのような事態を想定して

いるのかということが大変分かりやすくなったと心強く感じているところでございます。 

 同時に、そうなりますと、Ⅲの１の○の７個目、１１ページの一番上の○になりますけ

れども、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態がいつになるか、誰がそれを認めるかとい

うことは、国だけでは決められないのではないか。個別法が明確に区分された状態という

ことであれば、現場で動いていた側からは、いや、もう少しこれは個別法でやれるのだと

いうこともあるかと思いますし、国と地方の関係性が大きく変わる事態だとなりますと、

それはむしろ国だけでは決められないということなのかなと思います。 

 また、１１ページのⅢの２の（１）の１つ目、こちらの役割分担の課題と期待で、太田

委員が御指摘されたところですけれども、「法令上、国の役割が明確でないという課題が

あるのではないか」という言葉がありまして、そこの前に「すなわち」となっております。

ただ、この文章は、地方公共団体の事務処理が違法等でなければ、国が関与を行うことが

できないということは明確であって、明確でないのではなく、この書きぶりでは足りない

部分があるということが今回の趣旨なのだろうと思いまして、ここはそういうことであれ
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ば、「すなわち」ではないのではないかと考えられるところでございます。 

 １２ページのⅢの２の（３）ですけれども、こちらのポツの２個目に書かれている東京

圏の書きぶりのところです。ここで書かれている関西圏における広域連合のように都県を

超えた圏域の水平的な調整を行う枠組み、国が都県を超えた圏域の調整の役割を果たすこ

ととする枠組みなどと書かれていることは、首都圏の行政のあり方、また、国と都道府県、

また、政令市とのあり方に大きな変更を与える構想のようにも思えますけれども、この書

かれ方、首都圏の広域連携に、さらに国が制度的に関わるという制度を想定しておられる

のかどうかということをお伺いしたいと思います。 

 たくさんになってしまいましたが、お許しいただければと思います。ありがとうござい

ました。 

○山本委員長 それでは、横田委員、お願いします。 

○横田委員 最初に縦割り問題からいきたいと思います。 

 太田先生、大山先生もおっしゃっていましたが、後ろの個別の部分をどう配置替えして

いくのかというのはお任せしますけれども、最低限、冒頭の基本的な考え方は統一的なも

のがあったほうがよいだろうと考えています。 

 その上で、言葉の統一も必要かと思っており、例えばⅢ章の方では生活圏・経済圏を一

体としたという言葉、Ⅱ章の方では国交省の地域生活圏という言葉があり、あえて分けて

いるのか、同じものなのかも冒頭の書き方でうまく表現できるのではないかと思っている

のが１点目です。 

 また、デジタルは技術的進展によって見え方が数年、あるいは５年で変わっていくもの

だと思います。なので、技術点的進展に伴い柔軟に変えていく姿勢が重要であるというこ

とは、是非書いておいていただきたいと思います。例えば、現状では、デジタルと対面と

いう形で分けていますけれども、かなり対面に近いデジタル空間ということが予測された

り、あるいは音声入力などが発達することで全く違う世界観が、シニアの方もかなり使い

やすいとなる環境も今後想定されるので、地域公共団体の役割が体温を感じるという点で

重要な役割を示すということは大いに同意するところですが、補足的にお示しいただける

とよいと思っています。 

 ３点目は、基本的考え方に加えられるなら、というところです。今回は災害に関してコ

ロナ対応を中心に、大雨、地震災害を想定した議論がなされてきていましたけれども、こ

の夏は熱中症の暑さというのも結構災害級だったと思っています。これはⅢの章に絡むと

いうよりもおそらく地域住民に協力していただきながら、要は災害対策のときの住民との

関わり方というところに接する部分でもありますので、共通したところで、そういう気候

変動に伴う変化ということで記すことができるのではないかと思っています。 

 次に地方の縦割りに関してとなります。地域コミュニティのプラットフォームの話と自

治会のデジタル化の話は関連する話題と思ったのですけれども、どういう関係にあるのか

現状の書きぶりでは理解しきれていないのです。プラットフォームができることで地方自
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治体の部局を超えた住民との接点をちゃんと一元化していくというのがプラットフォーム

をつくっていくということだと思っています。ただ、プラットフォーム構築がかなわなか

ったとしても、住民側の支援する側は、例えば自治会も民生委員も消防団も同じ人がいく

つかになっていたりとかするでしょう、そういったときに少なくとも接点のデジタルツー

ルというのは共通化であってほしい。例えば既存のＬＩＮＥ等のツールを活用するなら別

に構わないのですが、あえて追加的にシステムを準備するといったときに、各部局がうち

はこれを使ってとか、あれを使っていうのを止めてほしい。なので、プラットフォームに

こだわらずとも住民との接点、代表団体との接点を共通化していく必要があるのではない

かと思っています。 

 最後は公共施設の集約化に関するところです。現状の書きぶりが市町村間の話について

書かれていますが、これまで事例で挙げていただいた中で、県と県庁所在地にある市との

事例を挙げていただいていたので、それも含めて書き込むのがベターだと考えます。 

 以上です。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 オンラインで参加されている牧原委員、お願いします。 

○牧原委員 大変詳細かつ大胆につくっていただき、色々考えさせられました。 

 手短に申し上げますが、３つの章立てを、改めて全体として見渡しますと、情報共有に

よって新しく国と地方の関係を組み替えていこうというのが、かなり明確なメッセージと

して全体を貫いているのではないかと思います。それはデジタル化によってもそうですし、

公共私連携でもそうですし、あるいは平時の地方から国への情報提供も含めて、全てそれ

に貫かれているのではないかという気がします。 

 そこにおいて、Ⅰ章の２か所、「様々な規模での最適化」という言葉が使われています。

私はこれが極めて重要だと感じ入りました。つまり統一化・標準化をするのだけれども、

そこに最適化を求めていく。この最適化という言葉の中に自治の在りかがあるのではない

かと思います。情報共有の中でいかに最適化を図っていくかというのが、全体の一つのト

ーンとしてあるのかと思います。ただ、そうだとすると、最適化とは何かというのが問題

になるわけで、ここをもう少し敷衍していただけるとありがたいなと思ったのが１点でご

ざいます。 

 最適化の例として、私がなるほどと思ったのは、Ⅰの１の一番下です。アプリの共同利

用へ向かっていくべきではないか。これは確かにそうで、個別に各自治体がアプリを作り

込む、言わば自治体は個別条例を作り込むという部分があったわけですが、デジタル化の

場合は、できるだけそれを共同化していったほうがいい。個別アプリでも共同化するもの

はしていったほうがいいという方向で進むべきだという、言わば大きな標準化と小さな標

準化があって、ここでは小さな標準化を言っているのだと思います。これは非常に重要で

すが、どうやってこれを進めていくのか。こういった辺りを一つ掘り下げていただきたい

なと思います。 
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 その上で、結局デジタル化をしてどこへ向かうのかというのをもう少し何か言えないで

しょうか。フロントヤードとバックヤードの一体化とか、今の基幹情報システムを２０業

務から拡大とか、ここでは、オンリートゥモローのちょっと先のことしか言っていないの

です。ここでは、本来は、データを共有して、一定の社会をつくっていくということであ

り、国と地方の情報共有の先に、新しい地方自治をつくっていくということだと思います。

そこに向けた未来の絵柄の具体的なもの、たとえば、「デジタル化社会」といった社会像

における国と地方のあり方を大きく打ち出してもいいのではないかなと思いました。 

 片や、さはさりながら、公共私連携の第Ⅱ章ですが、コロナ禍の話が出てきています。

ただ、コロナ禍とは言っても、今はコロナの少しその先が見えてきている。しかし、まだ

色々な問題があるという状況です。そこでは、小さな公共性が再稼働し始めているのでは

ないかと見ています。たとえば、地域の自治組織で言われるところのお祭りのようなイベ

ントです。再開しているけれども、まだ色々な問題が起こっている。それでも、もう１回

立ち上げていくプロセスが重要なのです。改めて対面での絆を復活し、そこでの活動を再

始動することを、私はどこかで議論したほうがいいのかなと思います。 

 それと、今話題になった地域の未来予測、例えば共同政策ということです。この地域の

未来予測の手法をさらに色々考えるべきだと思うのですが、当初、地方制度調査会の前の

２０４０構想研究会の中で議論したのは、ダークな未来があって、それに向かっていく可

能性があるから、今もう少し建て直そうという方向性でした。しかし、これを現在、未来

予測で一生懸命やろうと思うと、自治体としても意欲がわかないのではないでしょうか。

ですので、バックキャスティングをあまり強調しない未来予測を含めて、しっかり考えて

いく必要があるのだと思います。色々なデータがある、だから、今こうしようというもの

も大事なのだけれども、もう少し別の未来のあり方というものを考えていく。しかも、そ

れも総合計画とは違うものというものをいくつか発展系や、いくつかの標準系も含めたも

のがあると、ここで書き込めるといいのではないかなと思います。 

 そして、最後の第Ⅲ章のところです。今、色々議論になった役割のところですが、役割

分担の課題と対応という２のところで、国と都道府県があるのに、なぜ市町村がないのか。

この流れならば、市町村の役割というのを、ここで議論すべきなのではないかなと思いま

す。おそらくその主たる役割は今議論になっている情報提供や国への協力なのでしょうけ

れども、なぜそれがうまくできないか、あるいはできるのか。またその中で、市町村はど

ういう役割を発揮するべきなのかということを議論すると、コミュニケーションや情報共

有の問題に行きつくのではないでしょうか。そうすると、３番の情報共有・コミュニケー

ションの課題と対応というのがあって、その上で役割分担の課題と対応というのがあると

いうのが、順番として私は適切なのではないかなと考えています。 

 なぜそれを強調するかというと、これは非平時の国の指示権をいかに正当化するかとい

う問題につながるからです。これまでは、トップダウンをいかにうまく説明するかという

方向で議論を書き込みすぎていますが、現実にはボトムアップがあるわけです。それが情
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報共有なのですが、トップダウンの指示権に対して、補助的にボトムアップの色々な条件

がある、この両面をうまく組み合わせて書くと、ここは地方自治の本旨に沿った構成にな

るのではないかと考えています。 

 以上です。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 それでは、大橋委員、お願いします。 

○大橋委員 本当に今回はたくさんの資料をまとめていただいて、色々複雑な論点、大変

勉強になりました。ありがとうございます。既に色々御意見が出ていますので、いくつか

ポイントを絞って私からもコメントさせていただきたいと思います。 

 既に今まで出てきた意見の中でのやりとりの中で、今後、例えば報告の構成については

また別途、色々出ている議論を踏まえて再検討されるというようなお話が出ていました。

なので、今後の検討に委ねられているのかなと思うのですけれども、もともとの諮問文と

の関係で言うと、前提として２つの大きな柱、デジタル・トランスフォーメーションの進

展と新型コロナウイルス感染症対応で直面した課題という２つがあって、そういったとき

に、今回の総括的な論点整理の目次というのを見ると、コロナは多分色々なところでたく

さん出てきているとは思うのですけれども、デジタル・トランスフォーメーションの方は

一つの独立した項目になっていて、一方、コロナは独立した項目としては位置付けられて

いなくて、この辺り、諮問文との対応関係を明確にするという意味では、今後構成を検討

する余地もあるのかなと思いました。それが全体的な構成に関わる点です。 

 次に、デジタル化に関しては、資料１の４ページ目の国・地方間のクラウド上での情報

への相互アクセスへの言及のところですけれども、多分、今までの専門小委員会での議論

の中では、国・地方間のクラウド上での情報への相互アクセスというのは、今まで地方自

治法が想定していなかったタイプの国・地方関係に関わっているのではないかという話が

出ていたと思います。もし、今後もうちょっと書いていくのであれば、そういった新しい

国・地方関係の形のようなものについても言及があるとよいのかなと思いました。 

 次に、公共私の連携のところで、これは内容に関わる話ではなくて、文章を書くときに

留意したほうがいいのかなと思ったのが、８ページの地域の未来予測のところです。地域

の未来予測が計画策定のような位置付けを持つものだとするならば、地方分権の関係で、

計画策定については今年の３月に、できるだけ国から求めるときは抑制的に、自治体側の

主体性に配慮して、できるだけ負担が軽くというような閣議決定がされていますので、書

きぶりもそういったところ、できるだけ自治体側の負担にならないように、自治体側の裁

量も認め、さらに今まで既にお話が出ていますけれども、自治体間の連携策定、共同策定

みたいなものも積極的に進めるというようなことも書いていただけると良いかなと思いま

した。 

 それから、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態の対応というところです。私も今回初

めてこちらを拝見したときに、「役割の不明確さ」の話なのかどうかというところは、若
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干違和感を持っていたところでしたので、他の先生方が指摘されていて、やはり皆さんそ

う思われていたのかなと思った次第でございます。 

 また、１１ページの一番上の点のところなのですけれども、今回そのような仕組みを地

方自治法に書き込むとすると、位置付けとしては補充的な、そして、さらに言うと、正規

の個別法が制定できるまでのつなぎのための制度になるという点は、特に注意が必要な点

かと思います。そういった視点から見ると、現行の国・地方関係の一般原則との関係では、

１１ページの最初の○の３行目のところに書いていただいたところになりますが、現行の

国と地方公共団体の関係の一般ルールと明確に区分する、ここが非常に大事なポイントに

なってくるのかなと感じたところであります。 

 そして、どういったときに補充的な一般法の枠組みが発動するのかというところもとて

も難しい話になってくるのですけれども、ここで自分もなかなか整理しきれていないのが、

１１ページの２の（１）の３つ目の点です。閣議決定を求めるなど適切な手続を経るとい

うところがなかなか悩ましくて、この点については、今後さらに先生方と色々議論を深め

る必要があるところなのかなと思っています。今まで何人かの委員の先生方から、こうい

ったことを決めるときは、例えば自治体側の市町村とかの情報の吸収なども必要なのでは

ないかという話もありましたが、一方で、多分こういった事態のときには迅速な意思決定

というのも大事になってくるのではないかと思います。この点、手続の慎重さと、緊急事

態における適切な手続・対応のあり方のバランスをどう取っていくかというのは、なかな

か難しい点ではないかと思った次第でございます。 

 私からは以上でございます。 

○山本委員長 ありがとうございます。 

 それでは、荒見委員、あまり時間がありませんので、簡潔にお願いできれば大変ありが

たいです。 

○荒見委員  

 １つ目が、過去にも何度か言わせていただいたのですが、どうしても専門に近いところ

なのでまた言わせてください。フロントヤードのデジタル化のところで、「非対面では対

応が難しい」と書いてあるのですけれども、ここの書き方は、せめて対面で手続したい場

合とか、対面を望む人や対面でなければいけない人というのが、対面であることに対して

申し訳なさを持たないようなニュアンスで書くようにお願いしたいです。なぜかというと、

給付にかかわる行政手続に伴う負担や福祉の申し立てに関わる研究がありますが、もちろ

ん物理的な手続もあるのですが、心理的なコストに関わる指摘は結構あります。人生の中

で非対面で行うことが難しい時期もあったりもすると思いますので、ユニバーサルに考え

ると、非対面でやることが少しでもよくないというニュアンスが出る書きぶりはしないほ

うがいいのではないかと思いました。 

 ２つ目が、４ポツ目の小さなポツ２個なのですけれども、データで対応することにより、

理屈としては、例えば業務改善につながるとか、窓口業務から相談業務やプッシュ型サー
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ビスにリソースをシフトするということは予想ができます。海外の研究とかで、最近窓口

業務でＡＩを使うことで、どのように窓口業務のあり方が変わったかという研究が行政学

のトップジャーナルに出ているのですけれども、オートメーションバイアスやコンファメ

ーションバイアスなどが発生し、対人サービスのあり方が必ずしも理屈通りにならない、

もちろん今まで来ていた人が来なくなる部分はリソースの負担は軽くなるのですけれども、

そうではない部分はかえって手間が増えたりということとか、必ずしも業務改善につなが

るとも限らない側面が指摘されたりしていますし、あと、データでうまくいかないときな

どに何度も訪問や問い合わせをしなくてはいけなくなってしまったりも生じうるところで

す。窓口対応のあり方というのは結局多様で、まだどういう方向になるのか見えていない

部分もあるかと思います。 

 もちろんこうしていきたいという気持ちはあるとは思うのですけれども、先に行革とい

うか、業務改善の方だけ前面に出てしまうと、取りこぼしなどが出てくる可能性もあると

思うので、ここはもう少しやわらかい書き方ができないかなと思いました。 

 それから、同じ◯の３つ目のポツのところで、庁舎空間の話に関してはすごく面白いな

と思っていて、これについては多分海外の事例、オランダとかが色々やっていると思うの

ですけれども、データにしたからというよりも、○ぐらいの大きさにして、夢のある見せ

方をしたほうがいいのではないかなと思ったのがデジタルのところです。 

 それから、ほかの委員が触れていない内容の部分だと、８ページの辺りの未来予測のこ

となのですけれども、地方分権改革との関連について先ほど大橋先生が触れられていまし

たが、私もそこがひっかかっていて、結局計画策定の代替的な機能を果たすものになって

しまうのであれば、ナビゲーションガイドに沿った形で書いていくべきですし、他方、計

画とは違う、自治体に策定を強く求めるのではないというのであればそうわかるように書

くべきだと思います。論点整理の文章をざっと読んでいると、未来予測の使ってほしさの

スタンスがぶれているような印象が何となく見えて、特に７ページの公共施設の集約化の

連携中枢都市圏の◯で、各市町村に、地域の未来予測の整理に基づき、という書き方をし

ていて、公共施設の集約に未来予測を一般の市町村が使ってほしいということなのかそこ

まででもないのかどちらにも読み取れる書きぶりで、その前の連携・協力の取組の深化の

ところでは、未来予測をすごく使ってほしそうなのですけれども、８ページの（２）の３

つ目の○のところではビジョンの共有ぐらいにしておこうかみたいなニュアンスも感じた

りします。 

 本当に必要だというのであれば、どうして必要なのかきちんと書き込んで、今の時点で

指摘されている問題点をどう改善して未来予測を使ってもらう方向にやっていくのかとい

うのをはっきり書くべきだと思うし、そうではないのだったら、公共施設の集約などは未

来予測に基づいたビジョンを使っただけでは合意形成は実際は難しいと思うので諦めると

か、その辺のめり張りもいるかなと思いました。 

 最後ですけれども、個別法の補充の話なのですが、短く言うと、「想定外の事態」の認
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定の妥当性や、その検証を後でどうするのかに関しては、あまり触れていないと思うので

すけれども、それについてどうするのかを書かなくていいのかなと思ったというのと、手

続の事前の認定のところも難しいと思うのですけれども、この手続の認定の妥当性に関し

ては政治に投げてしまうのか、どうするのかというのは書いたほうがいいのではないかな

と思いました。 

 短くならなかったのですけれども、以上です。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 申し訳ございません。私の進行の不手際で少し時間をオーバーしますが、今日は最終的

に総括的な整理について十分御意見を伺っておくべき回かと思いますので、申し訳ござい

ませんが少し延長させていただきたいと思います。もちろん御予定のある方は途中で退席

していただいて結構です。 

 それでは、宍戸委員、お願いします。 

○宍戸委員 時間を超しているところ申し訳ありません。４点、手短に申し上げます。 

 第１は、３ページの（３）デジタル技術を活用した意思決定でございますけれども、こ

れは先ほど牧原委員の御指摘のとおり、デジタル・トランスフォーメーションにおいて地

方自治、あるいは行政のあり方はどうあるべきかという総論に密接に関わるところだろう

と思います。そのような位置付けを全体としてしていただいていいのではないか、特に２

番目のポツはそう思います。 

 また、これはお話を見ていると、狭い意味での意思決定というよりは、広く意思形成に

様々な住民等が参画していくという側面もある気がいたします。意思決定というのがいい

のか、意思形成とか参画のニュアンスを出したほうがいいのか、御検討をいただければと

思います。これが１点目でございます。 

 ２点目は、５ページの情報セキュリティのところで、先ほど大屋委員からガバナンスの

お話がございました。これは極めて重要な御指摘だと思いますし、狭義のセキュリティに

限らないお話でもございまして、例えばソーシャルメディアのサービスのあり方が変わる

ことによって、地方公共団体が狙っていた情報発信が災害時にできなくなるとかいった問

題もございます。そういったことも含めてガバナンスを強化していく、デジタル・トラン

スフォーメーションにふさわしい自治のあり方と行政のあり方を探求していくべきだとい

うお話を意識していただくといいかなと思いました。 

 ３点目は、９ページの地域コミュニティ、あるいは地域における共助のあり方について

でございます。これも私自身は民主性、透明性、それから、太田委員の御指摘のありまし

た開放性、これらはいずれも大事だと思いますが、特に開放性は、その後の９ページの地

域コミュニティ活動の持続可能性を高めるという意味でも、団塊の世代、それから、その

下の世代が参画するというだけではなく、次へ次へと地域の担い手を引き継いでいくとい

う意味で、開放性が持続可能性との関係でも重要なのではないかということが、どこかに

少しあってもいいのではないかと思いました。 
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 最後の４点目でございますが、１１から１３ページにかけての役割分担の課題と対応、

それから、３番目の情報共有・コミュニケーションの課題と対応の順番をひっくり返した

ほうがいいのではないかという牧原委員の御指摘に私も賛成でございます。特にⅢの情報

共有・コミュニケーションの課題と対応については、Ⅰのデジタルとの結びつきを少し意

識して書くと、Ⅱの２の（３）のデジタル技術の活用とも平仄が合っていいのではないか

と思いました。 

 私からは以上でございます。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 砂原委員、お願いします。 

○砂原委員 私も手短に、３点ほどございます。 

 １点目は全体についてなのですが、先ほど土山先生がおっしゃったようなことと少し重

なってきますが、制度についてはかなり拡充されているところもあって、制度というより、

どちらかというと、中で動かす人の問題になっているところが少なくないのではないかと

いう印象を持っております。 

 とりわけ、ここで挙げられているデジタル・トランスフォーメーションについても、連

携についても、災害対応にしても、全て長期の問題を扱うことになっていて、地制調の場

でそういう話をするのがいいのかよく分からないのですが、どちらかというと、地方自治

体の内部構造に踏み込むというか、どういう人にどういう権限を与えるかみたいなことが、

実質的にはかなり大きな問題になるのではないか。具体的に事業担当者が一定の責任を持

って長期で携わることができるかどうかといったようなことと、取り上げている問題とい

うのはなかなか切り離せないのではないかと考えています。 

 もちろんそれは全ての自治体で同じように、例えば権限移譲を受けて一定の専門的なス

キルを持っている人が取り組むというようなことは、おそらくそれほど現実的ではないよ

うに感じます。そうすると大都市を中心として都道府県なども含めるというあたりが対象

になりそうですが、自治体の中の権限の配分の問題みたいなものにも視野を広げる必要が

あるのではないかというのが、１点目の問題意識でございます。 

 ２点目ですが、デジタル・トランスフォーメーションにつきまして、先ほど牧原委員も

触れられたところと同じなのですけれども、アプリケーションに触れられているところが

あって、私の感じだと、アプリはもちろんいいとは思うのですが、割と表面的な話であっ

て、より深くに入るデータベースとか、そちらの方がむしろ問題なのではないか。 

 先ほど大屋委員からもありましたが、要は勝手にエクセルをつくってしまうみたいな話

が今でもすごくたくさんあると思うわけです。データベースをどうつくるかみたいなとこ

ろから制約をかけておかないと、中のデータがばらばらで、それの抽出の仕方がアプリで

違っているみたいな話というのは処理をするが難しくなるのではないかという懸念をむし

ろ逆に持ちます。もちろん職員に対して研修をしてレベルを上げることも大事だとは思う

のですけれども、仕事の仕方自体の裁量を狭めるみたいなことも考えていかないと、共通
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化するのは難しいのではないかというのが２点目でございます。 

 ３点目は非平時の話でありまして、補足説明資料の御説明で何となくイメージがついて

きたのですけれども、私も太田先生と同じで、補足説明資料の２ページ目の２の保健所の

指示というのは、結局何ができるようになるのかというのがよく分からないようなところ

があります。そもそも出てこないところに出せと言って出てくるのかどうか、私は理解が

及ばなくて、どういうような指示を想定されているのかというのをもう少し具体的に、こ

の指示を行ったからこう変わる、みたいなことがあると分かりやすいのかなと思います。 

 それに加えまして、この中の２つ目の方が私は懸念を感じたのですけれども、ほかの例

を拝見すると、もともとの個別法を動かす要件がかなりきつすぎて、ある程度使えるよう

にするために一般法で乗り越えるみたいなところが出てしまうのではないか。それをやる

と、一般法として想定外として処理すること自体に私は反対ではないのですけれども、む

しろ個別法のつくり方が問題になっていて、あまり簡単に、個別法は堅すぎるから一般法

で乗り越えられますとやってしまうと、個別法をつくるときにハードルを通りやすくして

しまって、あとで事態が起きると一般法で処理しましょうというのは非常にまずいのでは

ないかと思うところです。ですから、もちろん個別法のつくり方みたいなところから議論

があって、その上で、個別法でもできるのだけれどもというような、ある程度の担保がな

いと、危なくなる可能性があるのではないかという懸念を持ちました。 

 以上です。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 それでは、谷口委員、お願いします。 

○谷口委員 私からは１点です。 

 Ⅲの国民の安全に重大な影響を及ぼす事態への対応の部分について、特に各自治体で対

応が難しいときに、国がリーダーシップを高めたり支援を増やしたりというような事態と

いうのは、どういう条件を持つかという点について、１１ページの上から３つ目の○がす

ごくうまくまとめてくださっているなと思いました。１番目が範囲性、つまり範囲が広い

こと、２番目が重大性、つまり甚大で命に関わること、３番目が連結性や波及性、つまり

ほかに広がってしまう可能性があったり全体最適に関わること、４番目に特殊性、離島で

あるとか、あるいは原発事故のように国の設備やシステムがないと対応できないといった

条件ですね。これらでカバーできているかなと考えていたのですが、国際性も加えるとい

いのかなと思いました。 

 日本には多くの外国人が住んでいるし、これからも増えるし、訪問者も多いですね。例

えばコロナ禍や災害時において、外国人への行政や医療の支援は遅れがちになりますよね。

言語の問題や旅行者へのサポートなど。外国政府にその国民の保護を要請されても、居住

地も様々でしょうし、自治体が個別にお世話できることには限界がある。諸外国との調整

が必要な場合は、国が方針を決めて各自治体に対応をお願いするということも必要だと想

像します。 
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 こうした内容をどこに書くべきかと言えば、例えば１３ページの３の最後辺りのコミュ

ニケーションの部分。大山先生がご指摘のように、この言葉が内容がブラックボックス化

してしまうという危惧もあるのですけれども。諸外国との調整や外国人保護が必要である

という点についても、国の判断が重要になる場合があると思いました。 

 以上です。 

○山本委員長 ありがとうございました。 

 それでは、市川会長、お願いします。 

○市川会長 「地域の未来予測」についてですが、大橋委員からお話しいただいたとおり、

これが計画策定業務のようにニュアンスが変わってしまうと問題だと思います。もともと

３２次地制調において、地域住民も巻き込んで、現状認識をした上で将来像を議論しても

らうための要素として、「地域の未来予測」づくりからスタートしていただきたい、とい

う話だったと思いますので、その辺を含めた表現を御検討いただけたらと思います。 

○山本委員長 ありがとうございます。 

 ほかはよろしいでしょうか。色々御意見をいただきました。 

 次回、地方六団体から意見聴取する予定です。そのタイミングで今の御意見を吸収して

直すところまでできるかどうか分かりませんけれども、最終的に取りまとめるときには、

今の御意見も踏まえることにいたします。 

 ただ、Ⅱに関しまして、まず、基本的な考え方ですけれども、ここでは事細かに連携の

仕方について制度として枠づけることを考えているわけではなく、基本的な考え方を示し、

そして、地方公共団体でそれを使って取り組んでいただく。それによって自治体の後押し

をしていくということです。こちらから事細かにこういう枠でやってくださいということ

を想定しているわけではありません。 

 それから、議会がなぜ出てくるのかという話ですが、地方公共団体の連携にしても、あ

るいは様々な関係者、関係団体等の意見を吸い上げて、それを自治に反映させていくとい

う点でも、これは基本的には議会が行うべきことです。ただ、議会だけではやりきれない

部分があり、むしろ関係者の自主性等をうまく活用して自治につなげていくことも必要で

あるので、Ⅱが書かれています。しかし、本来、議会の役割が、まずあるということです。

そのことを確認したいという趣旨ですから、これは１２月に出したものの枠を超えていま

す。今回の議論の中で、議会に果たしていただきたい役割を示すために、記述が置かれて

いるという趣旨を御理解いただければと思います。 

 それから、未来予測に関しましては、今、会長のお話があったとおりです。 

 大きなところではそれぐらいですかね。 

 それから、Ⅲに関しましては、今日御意見がございましたので、第３の例について整理

します。それから、本来これは個別法で定めておくべきことであり、早急に個別法を見直

さなくてはいけないという事態を想定しています。したがって、事前に閣議決定を経ると

いう意味で閣議決定と書かれていますが、当然、その後のプロセスとしては、一つ一つ全
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部個別に議会に報告するかどうかはともかくとして、議会での個別法の見直し・改正とい

う話に結びついていくことが想定されていると思います。 

 何か事務局の方から確認しておくべきことはございますか。よろしいですか。 

 縦割りという言葉が出てきましたが、決して縦割りで準備しているわけではなく、関係

部署で基本的な認識を共有した上で準備しております。ただ、具体的に書くとなると、分

担して書かないと、１人では全部書ききれませんので、そのように準備しているというこ

とでございます。最終的には構成を整え、最初と最後の部分、はし書きとまとめる部分も

さらに加えることになります。考え方を示し、整合的に書き、全体の統一性を持たせます

ので、その点は御理解いただければと思います。 

 さらに何か御意見が追加でございましたら、事務局の方に早急にお寄せいただければと

思いますので、お気づきの点、今日言えなかったことがございましたら、事務局の方にお

寄せいただければと思います。 

 今日は時間を非常に超過してしまって申し訳ございませんでした。 

 次回ですが、本日議論した総括的な論点整理案について、地方六団体から意見聴取をし

たいと考えております。日程につきましては、追って事務局より御連絡をさせていただき

ますので、よろしくお願いをいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の専門小委員会を閉会いたします。長時間にわたりま

して、どうもありがとうございました。 


